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Ⅰ 法人の概要 

 

(1) 法人の名称 

  地方独立行政法人北海道立総合研究機構 

 

(2) 設立目的 

  農業、水産業、林業、工業、食品産業、環境、地質及び建築の各分野に関す

る試験、研究、調査、普及、技術開発、技術支援等を行い、もって道民生活の

向上及び道内産業の振興に寄与する。 

 

(3) 事業内容 

  ①農業、水産業、林業、工業、食品産業、環境、地質及び建築の各分野に関す 

る試験、研究、調査、技術開発を行うこと。 

②前号に掲げる業務に関する普及及び技術支援を行うこと。 

③試験機器等の設備及び施設の提供を行うこと。 

④前３号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

(4) 役員の状況 

  理事長  丹保  憲仁 

  理 事  喜多   廣 

  理 事  下小路 英男 

理 事  遠藤   滋 

  監 事  大石  一良 

 

(5) 事業所等の所在地（平成 25 年３月 31 日現在） 

【法人本部】      ：札幌市北区北 19 条西 11 丁目 

 

【農業研究本部】     

中央農業試験場    ：夕張郡長沼町東 6 線北 15 号 

岩見沢試験地    ：岩見沢市上幌向町 216 番地 

遺伝資源部     ：滝川市南滝の川 363-2 

上川農業試験場    ：上川郡比布町南 1 線 5 号 

天北支場      ：枝幸郡浜頓別町緑が丘 8 丁目 2 番地 

道南農業試験場    ：北斗市本町 680 番地 

十勝農業試験場    ：河西郡芽室町新生南 9 線 2 番地 

根釧農業試験場    ：標津郡中標津町旭ヶ丘 7 番地 

北見農業試験場    ：常呂郡訓子府町字弥生 52 

畜産試験場      ：上川郡新得町字新得西 5 線 39 番地 1 

花・野菜技術センター ：滝川市東滝川 735 番地 
 

【水産研究本部】 

中央水産試験場    ：余市郡余市町浜中町 238 番地 

函館水産試験場    ：函館市湯川町 1 丁目 2 番 66 号 

釧路水産試験場    ：釧路市浜町 2 番 6 号 

加工利用部     ：釧路市仲浜町 4 番 25 号 

網走水産試験場    ：網走市鱒浦 1 丁目 1 番 1 号 

加工利用部     ：紋別市港町 7 丁目 8 番 5 号 

稚内水産試験場    ：稚内市末広 4 丁目 5 番 15 号 

栽培水産試験場    ：室蘭市舟見町 1 丁目 156 番 3 号 

さけます・内水面水産試験場 ：恵庭市北柏木町 3 丁目 373 番地 

道南支場      ：二海郡八雲町熊石鮎川町 189-43 

道東支場      ：標津郡中標津町丸山 3 丁目 1 番地 10 

道東内水面室    ：網走市能取港町 1 丁目 1 番地 

 

【森林研究本部】 

林業試験場      ：美唄市光珠内町東山 

道南支場      ：函館市桔梗町 372-2 

道東支場      ：上川郡新得町字新得西 2 線 

道北支場      ：中川郡中川町字誉 300 

林産試験場      ：旭川市西神楽 1 線 10 号 
 

【産業技術研究本部】 

工業試験場      ：札幌市北区北 19 条西 11 丁目 

食品加工研究センター ：江別市文京台緑町 589 番地 4 
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【環境・地質研究本部】 

環境科学研究センター ：札幌市北区北 19 条西 12 丁目 

道東地区野生生物室 ：釧路市浦見 2 丁目 2 番 54 号   釧路総合振興局内 

道南地区野生生物室 ：檜山郡江差町字橋本町 72 番地 1 

地質研究所      ：札幌市北区北 19 条西 12 丁目 

海洋科学研究センター：小樽市築港 3 番 1 号 
 

【建築研究本部】 

北方建築総合研究所  ：旭川市緑が丘東 1 条 3 丁目 1 番 20 号 

構造計算適合性判定センター 

：札幌市中央区北 3 条西 7 丁目  道庁別館西棟 

 

(6) 組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 沿革 

  道立試験研究機関は、道民生活の向上や道内産業の振興を目指して、研究開

発等を行い、その成果を道民に還元してきたが、近年の道民ニーズの複雑化、

多様化などの情勢等を踏まえ、道立試験研究機関が果たしてきた機能の維持・

向上を図り、これらの変化に対応できる組織とするため、平成 22 年４月１日

に 22 の試験研究機関を統合して、地方独立行政法人北海道立総合研究機構（以

下、「道総研」という。）を設立した。 

現在、農業、水産業、林業、工業、食品産業、環境、地質及び建築の各分野

や地域における課題等に対応した研究開発、技術支援等を実施している。 

 

(8) 職員の状況（平成 24 年４月１日現在） 

                                 （人） 

区  分 研究職 船員・技師等 事務職 計 

本 部 １０ － ３９ ４９ 

農 業 研 究 本 部 ２７６ １０３ ６７ ４４６ 

水 産 研 究 本 部 １５７ ５２ ３５ ２４４ 

森 林 研 究 本 部 １１０ １６ ３１ １５７ 

産業技術 研 究本 部 １１０ ３ ２３ １３６ 

環境・地質研究本部 ６２ ２ １３ ７７ 

建 築 研 究 本 部 ４２ － １２ ５４ 

計 ７６７ １７６ ２２０ １，１６３ 

（注）非常勤職員を除く 

 

(9) 理念 

道民生活の向上及び道内産業の振興に貢献する機関として、未来に向けて夢

のある北海道づくりに取り組みます。 

【使命】 

わたしたちは、北海道の豊かな自然と地域の特色を生かした研究や技術

支援などを通して、道民の豊かな暮らしづくりや自然環境の保全に貢献し

ます。 

【目指す姿】 

わたしたちは、世界にはばたく北海道の実現に向け、幅広い産業分野に

またがる試験研究機関としての総合力を発揮し、地域への着実な成果の還

元に努め、道民から信頼され、期待される機関を目指します。 

 

理事長 理 事

監 事 

経営企画部 

研究企画部 

連携推進部 

農 業 研 究 本 部 

水 産 研 究 本 部 

森 林 研 究 本 部 

産業技術研究本部 

建 築 研 究 本 部 

環境・地質研究本部 

農業試験場（☆中央、上川、道南、十勝、根釧、

      北見、畜産、花・野菜） 

水産試験場（☆中央、函館、釧路、網走、稚内、

栽培、さけます・内水面） 

☆林業試験場、林産試験場 

☆工業試験場、食品加工研究センター 

☆環境科学研究センター、地質研究所 

☆北方建築総合研究所 

※ ☆印：研究本部の企画等を担う組織 
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【行動指針】 

わたしたちは、研究者倫理や法令を遵守し、道民本位の視点とたゆまぬ

向上心を持って、新たな知見と技術の創出に努めるとともに、公平かつ公正

なサービスを提供します。 

 

(10) 中期目標 

  ①研究の戦略的な展開及び成果の普及 

  ②総合的な技術支援及び社会への貢献 

  ③連携の推進 

  ④広報機能の強化 

 

 

Ⅱ 総括実績（平成 24 年度） 

（１）総括 

  本法人は、22の道立試験研究機関を統合し、平成22年４月の発足後、概ね順

調に運営を行っている。３年目である平成24年度は、中期目標、中期計画全体

を見据えながら、これまで行ってきた活動を浸透、定着させ、法人として今後

に引き継いでいく文化にまで高めていくことを目指し、戦略研究や重点研究を

はじめとした分野横断的な研究の推進や、外部の機関と連携した事業の実施、

道総研活動のＰＲや各種業務の効率的な実施に積極的に取り組んだ。 

 

研究の状況として、道の重要な施策等に関わる分野横断型の研究である戦略

研究については、道総研内の複数の試験研究機関や企業、大学等が連携し、『北

海道の総合力を活かした付加価値向上による食産業活性化の推進』『「新たな

住まい」と森林資源循環による持続可能な地域の形成』『地球温暖化と生産構

造に対応できる北海道農林業の構築』の３課題を実施した。５年の研究期間に

おいて開発した研究成果について、順次、企業等に普及、移転を図っていくこ

ととしている。 

また、事業化・実用化を目指す重点研究については27課題に取り組んだほか、

循環資源利用促進特定課題研究開発基金事業や経常研究等を推進した。 

全体として、各研究を着実に推進した。 

研究課題の設定にあたっては、研究ニーズ調査等により、専門的なニーズや

地域固有のニーズを把握するとともに、25年度に重点的に取り組むべき研究開

発の重点化方針を策定し、これに基づき外部有識者の意見を取り入れた事前評

価を行い、研究課題を設定するなど研究資源の選択と集中を図った。 

実施中の課題についても、評価を行って研究内容の見直しを行った。 

得られた研究成果は、研究成果発表会や研究会、展示会、刊行物、ホームペ

ージ等により、積極的に普及に努めるとともに、研究職員データベースを公開

するなどして道総研の研究の利活用を促進した。 

 

技術支援については、総合相談窓口及び各研究本部・試験研究機関において、

各種の技術的な相談に対応するとともに、技術指導や依頼試験、設備機器等の

提供等を実施した。 

依頼試験や設備機器等の提供については、利用増加に向けホームページを活

用してＰＲするなどの取組みを実施したが、実施件数は数値目標を下回った。 

なお、道総研の利用者に対して実施したアンケート調査では、技術支援に関

する道総研の対応について、概ね「満足」との評価が得られた。 

 

外部機関との連携については、新たに札幌市立大学と連携協定を締結し連携

基盤の整備を進めるとともに、協定に基づく連携先と広範に事業に取り組んだ。

また、連携コーディネーターとして外部機関の人材６名を委嘱し、研究や普及

等の事業を推進した。 

 

道総研の研究成果や知見、活動に係る広報活動については、道民向けに公開

デーや「道総研ランチタイムセミナー」、道民の関心が高いヒグマ出没をテー

マとしたセミナー等を開催するとともに、道総研の利用者に対してホームペー

ジやメールマガジン、展示会等を活用し、積極的な取組みを展開した。 

 

業務運営については、研究職員採用試験を実施し、14名の採用を決定した。

人材の育成を図るため、職員研修を実施するとともに、研究開発能力の向上に

資するものとして、「職員研究奨励事業」を実施した。 

また、人事評価制度や勤勉手当に係る勤務実績評価制度を適切に運用した。 

組織については、食品加工研究センターに食関連研究推進室を新設する等組

織機構の改正を行った。 
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さらに、道民や利用者からアンケート調査等により意見をいただき、業務の

改善を図るとともに、学識経験者や産業界等の有識者で構成される経営諮問会

議、顧問懇話会を開催し、助言等を踏まえるなどして業務運営や研究開発の方

向等について検討等を行った。 

 

財務内容の改善に関しては、人員を含めた経営資源の効率的活用に努めたこ

となどにより、平成24年度決算においては、４億１千万円の利益が生じた。 

 

今後も、中期目標の達成に向けて、法人内外との連携を強化しながら、総合

力を発揮し、理念に掲げる未来に向けて夢のある北海道づくりに取り組むもの

である。 

 

 

（２）計画の全体的な進捗状況 

平成 24 年度の年度計画の進捗状況を把握するため、全 122 項目について自己

点検評価を行った結果、Ａ評価 113 項目（92.6％）、Ｂ評価 9 項目（7.4％）と

なり、全体として概ね計画どおり取組みを実施し、一定の成果を上げることがで

きた。 

  各項目の進捗状況は次のとおり。 

 

 

 

 

 第１分野（97 項目）は、Ａ評価 90 項目（92.8％）、Ｂ評価 7 項目（7.2％）と

なり、依頼試験、試験機器等の設備の提供件数や特許等の実施許諾の件数等を除

いて、概ね計画どおりに取組みを実施した。 

 なお、研究推進項目（46 項目）は、各項目とも計画どおり着実に研究を推進し

たことから、Ａ評価とした。 

主な内容は次のとおり。 

 

○研究ニーズの把握・対応と研究の重点化（№１～４） 

・24 年度に実施した研究ニーズ調査等により、専門的なニーズや地域固有のニ

ーズを把握し、新規の研究課題を設定した。 

・25 年度に重点的に取り組むべき研究開発の方向について、重点化方針を策定

し、これに基づき、道の重要な施策や道民ニーズ等を踏まえ研究課題を設定

し、研究資源の選択と集中を図った。 

・研究課題の設定や推進にあたっては、研究課題マップをもとに、各研究本部

や試験研究機関が研究情報を共有し、研究課題の設定や研究者の分野を横断

する連携に活用した。 

 

○戦略研究（No.５） 

企業や大学、国の研究機関等や道総研の複数の試験研究機関の緊密な連携の

下、道の重要な施策等に関わる分野横断型の研究を戦略的かつ着実に実施した。 

 

継続課題（３課題） 

『北海道の総合力を活かした付加価値向上による食産業活性化の推進』 

（平成 22～26 年度：農業、水産、産業技術各研究本部の８試験研究機関、

広島大学、ノーステック財団、ＪＡ、企業等） 

道産農水産物の地域イメージや機能性、加工特性を活かした加工食品

づくりを推進するために、加工原料の適性に応じた選別技術を開発する

とともに最新の加工技術や評価技術を活用した新たな商品開発に取り組

んだ。 

  『「新たな住まい」と森林資源循環による持続可能な地域の形成』 

（平成 22～26 年度：建築、森林、産業技術各研究本部の４試験研究機関、

森林組合、北海道木材産業協同組合連合会、企業等） 

「森」と「住」を核とした森林資源循環利用を可能とするビジネスモ

デルの構築に向けて、「新たな住まい」のあり方を提示するとともに、

高品質・低コストな木質建材生産システムの開発及び持続可能な森林資

源の循環利用システムの構築に取り組んだ。 

『地球温暖化と生産構造の変化に対応できる北海道農林業の構築』 

（平成 21～25 年度：農業、森林、産業技術各研究本部の７試験研究機関、 

北海道大学、企業等） 

気象変動や生産構造の変化に対応した持続可能な北海道農林業の維

持・発展を支えるために、炭素固定能の高い木材生産システムの開発及

び農林バイオマスの有効利用の促進に取り組んだ。 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標

を達成するためにとるべき措置 
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○重点研究（No.６） 

道の政策課題や道民ニーズを踏まえ、事業化・実用化につながる研究・技術

開発や緊急性が高い研究を、各研究本部及び企業や大学、国の研究機関等との

連携の下に着実に実施した（27 課題、うち新規 10 課題）。 

 

主な課題 

・リン酸施肥削減のための有機物中リン酸評価法および局所施肥法の開発 

・食用としての利用の少ない地域水産資源のすり身化技術開発 

・木製遊具における安心・安全と長寿命化に関する研究 

・高度な金型設計技術とサーボプレスの動作制御技術を組み合わせた高精度プ

レス加工技術の開発 

・野性鳥類由来感染症の伝搬リスク評価及び対策手法の開発 

・良質な木造共同住宅のためのローコスト高性能遮音工法の開発 

 

○研究区分別の実績（No.５～12,59） 

区  分 課題数 実績額(千円) 

①戦略研究 No. 5 3 58,990

②重点研究 No. 6 27 162,861

③経常研究 No. 7 249 321,463

④道受託研究 No. 8 50 209,776

⑤循環資源利用促進特定

課題研究開発基金事業 
NO. 8 4 92,921

⑥公募型研究 No. 9 186 647,286

⑦一般共同研究 No.10 83 69,357

⑧受託研究 No.11 103 296,383

⑨職員研究奨励事業 No.59 24 29,828

計 729 1,888,865

 

○研究評価（No.13～14） 

・各研究本部において研究課題検討会を開催し、学識経験者等の外部有識者の

意見を取り入れながら新規課題の必要性や研究の進捗状況、終了課題の研究

成果の検討を行い、その結果を踏まえて自己点検評価を実施した。 

・法人本部において、学識経験者等の外部委員による研究評価委員会を開催し、

戦略研究や重点研究、循環資源利用促進特定課題研究開発事業を対象に新規

課題の必要性や継続課題の進捗状況、終了課題の研究成果について、外部評

価を実施した。 

・研究評価委員会における外部評価の結果等を踏まえ、事前・中間・事後評価

に係る理事長による総合評価を行い、その結果を踏まえ、次年度の新規研究

課題の決定、継続課題の研究内容の見直しを行った。 

 

○研究成果の利活用の促進（№15～19） 

・企業や団体、外部の研究機関等を対象とした研究成果発表会や、企業、大学

等と特定の分野について研究・技術に関する情報や意見を交換する研究会等

を開催した。研究成果発表会については、複数分野の研究職員が１つの発表

会において発表するなど実施方法の工夫を図った。 

・「ものづくりテクノフェア」や「ビジネス EXPO」等外部の機関が主催する展

示会等に積極的に参加するとともに、出展にあたっては、出展する試験研究

機関が共同で行った研究の製品やパネルを展示するなど、総合力を発揮した

取組のＰＲを行った。 

・年報や技術資料等の各種刊行物や、終了した研究課題に関して取組状況をま

とめた「研究成果の概要」を作成し、出展した展示会や道庁本庁舎１階交流

広場の常設展示コーナー等に配架、配布するとともに、ホームページやメー

ルマガジン、学会等での発表、学術誌等への投稿により、研究成果や知見を

広く発信するなどして研究成果の普及に取り組んだ。 

・農業、水産、森林の各研究本部において、道の普及組織と研究成果等の情報

を共有するとともに、必要に応じて研究職員が現地に赴き、普及指導員と現

場の課題解決に取り組んだ。 

 

○技術支援（No.20～34） 

・総合相談窓口や各研究本部・試験研究機関において工業製品や食品加工のほ

か、農業の病害虫などに関する各種の技術相談を受け、関連する技術や研究

成果等の情報を相談者に提供するとともに、一部の相談内容については、技

術指導や共同研究等への展開を図った。 

・技術相談の内容は各試験研究機関の研究分野に応じたものが主であったが、

複数分野に関連する相談案件については、各試験研究機関等が連携して対応

し、また、道総研で対応できないものについては、大学等の対応可能な外部
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の機関を紹介するなど可能な限り相談者の助けとなるよう対応に努めた。 

・企業等の依頼に応じて、魚病検査や木質バイオマス、ものづくり分野におけ

る製品の品質向上、エゾシカやヒグマの保護管理、地熱開発等、各試験研究

機関の分野に応じた各種の技術指導を行った。また、企業等が主催するセミ

ナー等への講師派遣、業界誌・専門誌等への原稿執筆依頼、行政等が主催す

る助成事業に係る審査委員への就任等にも随時対応し、外部からの技術的な

支援要請に積極的に協力した。 

・企業等からの依頼に応じて、肥料や水産物の成分の分析や測定、木材や機械

部品の強度試験や性能試験、製品や建築物の品質、性能の評価等を行った。

また、道総研が所有する各種測定機器や試験機器、インキュベーション施設

等を貸与し、企業等の技術開発、研究開発等を支援した。 

・ホームページやメールマガジン等を活用して支援内容や利用料金、手続きの

方法の紹介を行うことにより、各種技術支援の利用増加に向けた取組みを実

施したが、依頼試験・試験機器等の設備提供の件数については、前年度、前々

年度の件数を上回ったものの、数値目標に届かなかった。 

・利用者へのアンケート調査では、技術支援に関する道総研の対応に対して概

ね「満足」との評価が得られ、引き続き利便性の向上に努めることとした。 

 

○知的財産の有効活用（No.35～38） 

・研究や技術支援の成果として得られた新しい技術や重要な知見を特許等の知

的財産として出願するとともに、保有する特許権等の維持要否を調査し、不

要な特許権を整理するなどして知的財産の適切な管理を行った。 

・道総研が保有する特許権等について、北海道知的所有権センターに所属する

特許流通サポーターと連携するなどして、企業等への特許等の利用の促進を

図ったが、実施許諾件数は数値目標に届かなかった。 

・道及び農業団体等と連携して、出願公表された品種の周知を行い、新品種の

利用の促進を図った。 

 

○災害時等の緊急対応（№40～41） 

・道と締結した「災害時等の緊急時における業務連携に関する協定」に基づき、

放射性物質のモニタリング調査等、東日本大震災に係る支援に取り組んだ。

また、津波対策等災害に関する調査研究に道と連携して取り組んだ。 

 

○外部機関との連携（No.42～43） 

・新たに札幌市立大学と共同研究の実施や情報の交換、人材交流等に関し、道

総研全体に関わる連携協定を締結した。 

・北海道大学と共同研究や人材交流を実施し、また、北海道工業大学と省エネ

ルギーをテーマとしたセミナーを開催したほか、技術支援や研究交流会、展

示会への出展を行うなど、連携先と広範に事業に取り組んだ。 

・連携コーディネーターとして国、市町村、大学、金融機関等の人材を６名委

嘱し、コーディネーターのネットワークを活用して研究に係る情報の収集や

道総研の情報の発信等を行い、外部の機関との連携を推進した。 

 

○社会への貢献・広報活動（No.39,49～51） 

・子どもたちに科学技術を身近に知ってもらうための参加体験型のイベントで

ある「サイエンスパーク」を道と共催した。また、道民を対象に道庁本庁舎

１階で、冬期を除く毎月１回「道総研ランチタイムセミナー」を開催すると

ともに、セミナーの内容を動画でホームページに掲載するなど、より広く道

総研の研究成果を紹介した。試験研究機関の公開デーの開催においては、上

川地域３機関や、渡島地域２機関が連携し、開催方法やＰＲ方法等を工夫し、

来場者の増加につなげた。研究成果物やパネルの展示により道総研の活動を

紹介する「道総研紹介展」を開催し、来庁者等に分かりやすく広報した。 

・ホームページについては、研究職員のデータベースを公開したほか、掲載情

報を最新情報へ速やかに更新し、リンク切れページを解消するとともに、さ

らに道民が利用しやすい仕組みの構築に向けて、全体構成の見直しを行った。 

・道総研の活動のしくみ、最近の主な研究成果等を分かりやすく紹介したリー

フレットを作成・配布した。 

・JR 車内誌や AIRDO 機内誌への掲載、ラジオ出演等により、道総研の知見を

広く道民等に広報した。 

・林業試験場、工業試験場、食品加工研究センター、地質研究所及び北方建築

総合研究所では、メールマガジンを活用し、各種情報を発信するとともに、

「ものづくりテクノフェア」、「ビジネス EXPO」等外部の機関が主催する展

示会に出展するなどして利用者への広報に努めた。 
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○研究推進項目の状況（No.3 の別記（No.77～122）） 

区       分 課題数 実績額(千円) 

農 業 No. 77- 82 ６項目 299 860,090

水 産 No. 83- 89 ７項目 99 315,065

森 林 No. 90- 97 ８項目 99 145,421

産 業 技 術 No. 98-104 ７項目 103 272,579

環 境 及 び 地 質 No.105-114 10 項目 100 191,545

建 築 No.115-122 ８項目 60 104,165

計 46 項目 760 1,888,865

注）課題数は、複数の研究本部が実施した場合、研究本部ごとに記載。 

 

 (1) 農業に関する研究推進項目 

■ 豊かな食生活を支える農業の推進 

□「特質を発揮させる栽培技術開発」において、極良食味ブランド米生産体制

の確立に向け「ゆめぴりか」の栽培指針を策定した。 

□「各種畑作物の農業特性及び品質に優れる品種開発」において、長期貯蔵後

のポテトチップス加工適性に優れた馬鈴しょ「北育 15 号」が新たに北海道農

作物優良品種に認定された。 

□「本道に適した野菜の高品質・低コストの安定生産技術の開発」において、

多収性に優れたやまのいも（ながいも）「十勝 4 号」を開発し、新たに北海

道農作物優良品種に認定された。 

■環境と調和した持続的農業の推進 

□「リン酸施肥削減のための有機物中リン酸評価法及び局所施肥法の開発」に

おいて、家畜ふん尿堆肥、米ぬか油粕に含まれるリン酸を化学肥料に代替し

て肥効評価でき、畑でのリン酸施肥量が削減できることを示した。 

■地域の特色を生かした農業・農村の振興 

□「系統豚ハマナス W2 及び北海地鶏Ⅱの効率的飼養管理技術」において、系統

豚ハマナス W2 とデュロック系統豚を用いた肥育期間の短い交雑肉豚の産肉

能力及び発育特性を明らかにした。 

 

(2) 水産に関する研究推進項目 

■地域を支える漁業の振興 

□「中長期環境変動を把握するための調査研究」において、海水の温度や塩分

測定等のモニタリングを道や国の研究機関と連携して行い、海況速報を発行

するとともに、夏から秋の異常高水温の際には中長期環境変動の見通しを漁

業関係者に提供した。 

□「DNA 解析によるマナマコの放流効果推定技術の開発と系群構造の解明」に

おいて、大学と連携し、マナマコの親子判別技術を開発し、放流種苗と天然

個体を判別することで放流効果の把握を可能とした。 

□「サケ・マス資源低迷地区を中心として地域特性にあった放流技術の改良に

関する技術開発」において、釧路地域で飼育改善と種苗性評価、標識放流の

効果や適期を検討する調査を開始したほか、北見・根室地域で野生サケの推

定遡上数を算出し、資源量モニタリングを進めた。 

■水産物の安全性確保と高度利用の推進 

□「食用として利用の少ない地域水産資源のすり身化技術開発」において、加

熱方法の改善等により、ウロコメガレイなどの高品質なすり身化技術を確立

した。 

■自然との共生を目指した水産業の振興 

□「漁業権設定湖沼におけるイトウ資源の利用と維持に関する研究」において、

漁業者や遊漁者団体に対するアンケート調査やイトウの生活史及び遺伝的構

造の解明により、管理手法の検討及び資源管理効果の解析を行い、資源管理

のモニタリング手法を開発した。 

 

(3) 森林に関する研究推進項目 

■地域の特性に応じた森林づくりとみどり環境の充実 

□「芳香成分を有する樹木の機能性評価及び効率的な苗木生産技術の開発」に

おいて、大学や企業等と連携し、道産桜等から芳香成分等の有用成分を抽出

する方法を確立し、得られた有用成分等の官能評価試験を実施した。 

■林業の健全な発展と森林資源の循環利用の推進 

□「ポスト・クリーンラーチ時代に向けたグイマツ育種材料の拡充」において、

国の研究機関と連携し、成長や幹の通直性などに優れた新たなグイマツの雑

種を生産するため、親木を選抜する方法を確立し、選抜した親木は接ぎ木に

より増殖した。 

■技術力の向上による木材関連産業の振興 

□「木製遊具における安心・安全と長寿命化に関する研究」において、試作し

た木製ハイブリッド遊具（木材と金属による複合構造の遊具）の改良やライ
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フサイクルコストの算出等を行い、木製遊具の設計技術資料集及びメンテナ

ンス履歴を管理するソフトを作成した。 

□「食用きのこによる畜産廃棄物の実用的生物変換技術の開発」において、企

業と連携して新たに開発したマッシュルームの成分分析を行い、有用成分を

見出すとともに、食味など品質向上のための栽培技術を開発した。 

□「北海道産人工林材を活用した低コストで高性能な単板集成材の開発と実用

化」において、企業や国の研究機関と連携し、合板工場と集成材工場の製造

ラインで、低コストで耐久性が高い単板集成材の製造試験や強度・耐久性能

試験を実施し、実用的な生産体制を確立した。 

 

(4) 産業技術に関する研究推進項目 

■道内産業の振興を図るための産業技術の高度化 

□「高度な金型設計技術とサーボプレスの動作制御技術を組み合わせた高精度

プレス加工技術の開発」において、大学や企業と連携し、プレス加工時にお

ける材料の挙動を把握して実部品用金型の試作を行い、サーボプレス加工特

性を明らかにした。 

■成長が期待される新産業・新事業の創出 

□「コンブ作業省力化スーツの開発」において、コンブ乾燥作業における体の

負担を軽減するアシストスーツの開発に取り組み、生産者を対象に負担軽減

効果や着用感についてモニター調査を行い、試作品の仕様を改良した。 

□「個別筋活動電位非侵襲同時計測技術の開発」において、大学や企業と連携

し、生体に傷をつけずに簡便な計測を行うために、前腕の筋電位を測定可能

にする装置と筋活動分布計測システムの試作品を開発し、特許出願を行った。 

■一層の競争力を持った道産食品を生み出す力強い食品工業の構築 

□「チーズのおいしさ向上のための乳酸菌動態解析による発酵管理技術の開発」

において、チーズ熟成中の乳酸菌数とうま味成分である遊離アミノ酸の経時

変化を解析し、チーズの「おいしさ」向上に関連するデータを蓄積した。 

□「短時間の過熱水蒸気処理による穀物等の表面殺菌技術の開発」において、

過熱水蒸気を利用した短時間の湿熱・乾熱処理によって、加熱による品質の

変化を最小限に抑制しつつ、穀物等の表面の微生物を効果的に殺菌する技術

を開発した。 

 

(5) 環境及び地質に関する研究推進項目 

■循環と共生を基調とする環境負荷の少ない持続可能な社会の実現 

□「環境利用情報を活用した遺伝子マーカーによる個体識別を用いたヒグマ生

息密度推定法の開発」において、国の研究機関等と連携して、被毛の採取効

率に影響を与える標高等の環境要因や生息密度を推定するため、数理モデル

の有効性を検討するとともに、調査地域においてヒグマの被毛を収集し遺伝

子分析を行った。 

□「PM2.5 の実態解明と発生源寄与評価に関する研究」において、発生原因な

ど未解明な点が多い PM2.5 の道内多地点での濃度測定や、国の研究機関等と

連携して全国で同一期間の測定を行い、積雪寒冷地における環境影響の特徴

に関する分析などを進めた。 

■地質災害・沿岸災害の防止と被害の軽減 

□「沿岸海域活断層調査（サロベツ断層帯）」において、サロベツ断層帯の海

域延長部を調査し、音波探査等の結果から、海底下深部の断層活動によると

推定される地層変形状況を明らかした。 

■資源の適正な開発・利用と環境保全 

□「休廃止鉱山鉱害防止対策調査」において、休廃止鉱山から流出し続けてい

る有害重金属等を含む坑廃水を処理するため、新たな低コスト坑廃水浄化技

術である人工湿地による浄化法について試験を実施し、有効性を明らかにし

た。 

□「阿寒湖温泉の温泉資源に関する研究」において、温泉利用量増加による温

泉水位や温度の低下、泉質変化が発生している阿寒湖温泉において、温泉水

の成因や流動状況、温泉資源量を明らかにした。 

 

(6) 建築に関する研究推進項目 

■建築物及びまちづくりにおける環境負荷の低減 

□「枠組壁工法における SMART-WINDOW システムに関する技術開発」において、

企業と連携し、高断熱窓や日射の季節制御を行う付属部材、夏期排熱のため

の通気口の開発を進め、各部材の試作、屋外実験棟などにおける性能検証を

行った。 

□「低価格・省スペース普及型ソーラーシステムの技術開発」において、企業

や大学等と連携して、低価格で使い勝手が良い太陽熱給湯システムの普及に

向けた新たな蓄熱・集熱方式を開発し、実用化に向けた性能検証を行った。 

■快適で安全・安心な住環境の創出 



9 

 

□「新たな想定地震に基づく耐震化による被害軽減効果に関する研究」におい

て、市町村の耐震改修促進計画における揺れやすさマップや地震防災マップ

の活用実態の調査を行うとともに、地震発生直後の応急危険度判定活動を円

滑に実施するための訓練方法の検証を行った。 

■自立型経済を支援する住宅・建徳産業の活性化 

□「断面修復用靭性（じんせい）モルタルの開発に関する研究」において、劣

化したコンクリート構造物を修復するための耐久性の高い断面修復用靭性モ

ルタルについて、コンクリートへの付着性状や曲げ靭性等の評価を行った。 

□「低炭素な住まい・まちづくりのための CO2 排出量削減施策に関する研究」

において、CO2 排出削減量等を算定するためのデータを整備し、ケーススタデ

ィを行った都市を対象にシミュレーションを行った。 

 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

第２分野（9 項目）は、Ａ評価 9 項目（100.0％）となり、計画どおりに取組み

を実施した。 

 主な内容は次のとおり。 

 

○組織運営・体制の改善（No.52～54） 

・各研究本部に育児・介護休業に係る専決権を委譲するなどの改善を行い、関

係規程等を改正し、意思決定の迅速化を図った。 

・各研究本部の要望等を踏まえて組織の運営や体制の改善を検討し、平成 25

年度の組織機構改正を行った。 

（組織機構改正の概要） 

・法人本部  

 理事長室の体制機能強化 

・産業技術研究本部 

食品加工研究センターに食関連研究推進室を新設 

・今後の中長期的な組織体制の見直しに向け、効果的・効率的な研究体制、普

及・技術支援体制のあり方、研究支援体制のあり方、本部を含めた研究本部

体制及び拠点のあり方等に関する基本的な考え方について検討を進めた。 

 

○事務処理の改善（No.55） 

・事務処理手順の効率化及び経費削減の観点から必要な見直しを行い、育児・

介護休業、業務車事故処理及び財務会計システムに係る事務処理の改善を図

った。 

 

○道民意見の把握と業務運営の改善（No.56） 

・各研究本部・試験研究機関において、研究成果発表会や公開デー等の参加者

に対してアンケート調査を実施した。また、道総研の活動に関し、これらの

参加者に加え、市町村や関係団体等に対してアンケート調査を実施した。 

・各地域において道が開催する会議の場を活用し、市町村へのＰＲや意見交換

を実施した。 

 また、各研究本部・試験研究機関において、関係団体等との連絡会議や意見

交換等を通じて意見、要望を聴取し、研究ニーズに係る要望・意見の把握や

成果の普及等に努めた。 

・得られた意見や要望等を踏まえ、戦略研究のこれまでの取組についての研究

成果発表会や、連携協定先とのセミナーを開催するなど、業務の運営に活用

した。 

・学識経験者や産業界等の外部の有識者で構成される経営諮問会議、顧問懇話会

を開催し、助言等を踏まえるなどして業務運営や研究開発の方向等について検

討を行った。 

 

○人材の採用、配置、育成（No.57～59） 

・研究、技術支援業務等を円滑に実施するため、職員採用計画を策定し、これ

に基づき研究職員の採用試験を実施し、14 名の採用を決定した。 

・研究開発機能をより充実させるため、研究職員の人事異動に当たり、部門を

超えた広域的な配置を行った。 

・必要な資質、能力の向上を図るため、階層別研修（研究部長級、研究主幹級、

主査級、新規採用職員）や、海外研修等の専門研修を実施した。 

・職員の研究開発能力の向上に資するものとして、自由な発想により研究課題

に取り組む「職員研究奨励事業」を実施し、研究の拡大・深化や、将来の研究

に向けた基本的な知見の獲得、成果の普及定着を進めた。 

 

○評価制度等の導入（No.60） 

・職員の意欲と能力の向上を図るとともに、士気高揚を喚起し、職員一人ひと
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りが組織目標の実現に向かって能力を最大限発揮し、組織全体を活性化する

ことを目的に、人事評価制度や勤勉手当に係る勤務実績評価制度を適切に運

用した。 

・研究業績に係る職員表彰について、知事表彰（１組３名）と理事長表彰（２

組 14 名）の２区分で実施するとともに、永年勤続表彰（32 名）を実施した。 

 

 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

第３分野（8 項目）は、Ａ評価 6 項目（75.0％）、Ｂ評価 2 項目（25.0％）と

なり、外部資金の確保や知的財産収入の確保を除いて概ね計画どおりに取組みを

実施した。 

 主な内容は次のとおり。 

 

○財務内容の透明性の確保（No.61） 

・財務内容の透明性を確保するため、外部の方々がその内容を閲覧することが

できるよう、財務諸表等のほか、財務内容を簡潔に記載した「決算の概要」

を作成し、併せてホームページで公表した。 

 

○経営効率の改善（№62） 

・運営費交付金が効率化係数を用いて削減される中、人員を含めた経営資源の

効率的活用に努めたことなどにより、平成 24 年度決算においては４億１千

万円の利益が生じた。 

 

○外部資金その他自己収入の確保（№63～65） 

・研究に関し、国等が公募する競争的資金について、道総研内での情報の共有

化を進めるとともに、申請に向けた研修を実施し、積極的に応募する環境作

りを行ったが、外部資金を十分に確保するに至らなかった。また、特許等の

実施許諾や新品種の利用許諾による知的財産収入については、多額の実施料

収入をもたらしていた許諾契約の終了の影響から、知的財産収入を十分に確

保するに至らなかった。依頼試験や試験機器等の設備の提供については、フ

ルコスト算定により適正な料金で実施した。 

 

○経費の効率的な執行（No.66～68） 

・毎月の役員会において収益や資金等の確認を行うとともに、会計事務を担当

する職員等を対象とした研修等を行うなどして経費の計画的な執行に努め

た。 

・パソコン、複写機、業務車、研究用機器等について、複数年契約や再リース

契約で借り上げたほか、法人本部で一括契約することでコストダウンを図る

などして、管理経費の節減に努めた。 

 

 

第４ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

第４分野（8 項目）は、Ａ評価 8 項目（100.0％）となり、計画どおりに取組み

を実施した。 

 主な内容は次のとおり。 

 

○施設・設備の整備、活用（No.69～70） 

・施設の長期保全計画や保全マニュアルに基づき、建築物の長寿命化に向けた

計画的な修繕等を進め、道に準拠したファシリティマネジメントの取組を進

めた。 

・各試験研究機関の年間光熱水費に関するデータを取りまとめ、今後の維持管

理の基礎データとするとともに、環境科学研究センターと地質研究所の省電

力化改修工事を実施した。 

 

○法令遵守、安全管理、情報セキュリティ管理、情報の共有化（No.71～74） 

・研究本部長あてに法人本部から通知を出すなどして、法令遵守及び不正行為

の防止に取り組んだ。 

・階層別研修や専門研修において、法令遵守や倫理等に関する講義を行い、業

務執行における中立性と公平性を確保するとともに、研究活動における不正

行為の防止に努めた。 

・職員の安全と健康を確保するため各事業場において安全衛生委員会等を開催

するとともに、職場研修の実施、始業時等の機器点検の実施、保健師による

「健康だより」の発行や健康づくりセミナーの開催等、職場の労働災害や健

康障害の防止及び職員の健康増進に向けた取組みを行った。 

・「道総研情報セキュリティポリシー」に基づき、情報セキュリティに関する

情報を掲示し、留意事項を全職員に周知するなどして、個人情報、企業情報
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等の流出防止等適切な情報管理の徹底に努めた。 

・研究情報やイベント情報、外部資金情報や利用者等の改善意見等をグループ

ウェアの掲示板に掲載したほか、研究者情報を研究職員データベースに掲載

するなどして、道総研内外の情報を共有し、相互活用を進めた。 
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Ⅲ 総括実績（平成 22～24 年度） 

（１）総括 

本法人は、平成 22 年４月、新たな基本理念を掲げ、22 の道立試験研究機関

を統合して、地方独立行政法人として発足した。研究の戦略的な展開及び成果

の普及、総合的な技術支援及び社会への貢献などを重要な使命とし、北海道の

ための総合的な研究機関として、外部の機関と連携しながら、さまざまな取組

を進めてきた。 

 

１ 研究の推進 

中期計画期間中に重点的に取り組む、次の３つの重点領域を設定し、道総研が

有する資源を最大限活用するとともに、外部の機関との密接な連携により、研究

を重点的に推進した。 

・豊かな一次産品を活用した食産業の育成 

・道内企業のイノベーションの推進 

・北海道の環境の維持・向上への取組 

 こうした研究の重点化に沿って、道の重要な施策等に関わる分野横断的な研究

を外部の機関と連携して行う戦略研究や、事業化・実用化を目指す研究である重

点研究、技術力の維持向上等に必要な基盤的な研究などからなる経常研究、競争

的資金を活用した公募型研究など、毎年 700 課題を超える研究に取り組み、研究

成果については、必要に応じて知的財産権として保護・管理するとともに、順次、

企業等に普及、移転するなど、全体として、着実に研究を推進した。 

 研究課題については、研究課題とするまで、研究実施中、研究終了の事前、中

間、事後の各段階で、それぞれの研究に必要な自己点検評価、外部評価、総合評

価といった研究評価を行い、選択と集中により研究を推進した。 

 

２ 技術支援の推進 

 道総研の研究成果や技術、知見を活かし、企業等の技術開発や生産活動を支援

するため、総合相談窓口を設置し、道総研の総合力を活かして、技術相談、技術

指導、技術審査、技術開発派遣指導、依頼試験、試験機器等の設備提供、インキ

ュベーション施設の貸与など、さまざまな技術支援を行い、利用者からは概ね「満

足」の評価が得られた。 

３ 外部機関との連携の推進 

道総研として発足後、新たに 22 の大学、研究機関、金融機関、企業等と連携

協定等を締結するなど連携基盤を構築し、共同研究等の実施、普及・技術支援等

における相互協力、人材交流などの事業を実施した。 

 

４ 広報活動の推進 

道民向けに、公開デーや「道総研ランチタイムセミナー」、子どもたちを対象

とした参加体験型イベントの「サイエンスパーク」の開催（道と共催）や、外部

機関が主催する「アグリビジネス創出フェア」等への出展を行い、利用者向けに、

研究成果発表会の開催や、技術資料等に加え成果を１枚に分かりやすくまとめた

「研究成果の概要」の作成、外部機関が主催する「ものづくりテクノフェア」等

への出展を行ったほか、ホームページやメールマガジンなどを活用して、科学技

術や道総研の活動への理解を深めるとともに、道総研が企業等の研究や技術支援

のために、さらに利活用されるよう積極的に取組みを展開した。 

 

５ 研究職員の採用と人材育成 

研究開発や技術支援などの業務を円滑に実施するため、計画的に研究職員を採

用したほか、階層別研修などの実施、外部の機関への派遣や人材交流等を通して、

研究職員の人材育成に取り組んだ。 

 

 

（２）計画の全体的な進捗状況 

中期計画の進捗状況を把握するため、全 122 項目について自己点検評価を行っ

た結果、４評定 59 項目（48.4％）、３評定 54 項目（44.3％）、２評定 9 項目（7.4％）

となった。 

３評定以上となった項目は 113 項目（92.6％）であり、全体として概ね計画ど

おり取組みを実施し、一定の成果を上げることができた。 

 各項目の進捗状況は次のとおり。 

 
 

 

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標

を達成するためにとるべき措置 
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 第１分野（97 項目）は、４評定 37 項目（38.1％）、３評定 53 項目（54.6％）、

２評定 7 項目（7.2％）となり、依頼試験、試験機器等の設備の提供件数や特許

等の実施許諾の件数等を除いて、概ね計画どおりに取組みを実施した。 

 なお、研究推進項目（46 項目）は、各項目とも中期計画の取組みを順調に実施

していることから、３評定とした。 

主な内容は次のとおり。 

 

○研究ニーズの把握・対応と研究の重点化（№１～４） 

・中期計画で定めた３つの重点領域について、研究開発の重点化方針を策定し

て、道の重要な施策や道民ニーズ等を踏まえ研究課題を設定し取組み、研究

資源の選択と集中を図った。 

 
○戦略研究（No.５） 

・中期計画で定めた３つの重点領域に対応し、企業や大学、国等と連携して、

道の重要な施策等に関わる分野横断型で行う戦略研究を実施した。 

 

『北海道の総合力を活かした付加価値向上による食産業活性化の推進』 

（平成 22～26 年度） 

『「新たな住まい」と森林資源循環による持続可能な地域の形成』 

（平成 22～26 年度） 

『地球温暖化と生産構造の変化に対応できる北海道農林業の構築』 

（平成 21～25 年度） 

 
○重点研究（No.６） 

・企業や大学、国等と連携して、道の政策課題や道民ニーズを踏まえ、事業化・

実用化につながる研究・技術開発や緊急性が高い研究を実施した。 

 

○経常研究、公募型研究等（No.５～12、59） 

・技術力の基盤となり新たな研究開発につながる経常研究のほか、国等の競争

的資金である公募型研究、道や企業等からの依頼による受託研究等を実施し

た。 

 

○研究評価（No.13～14） 

・各研究本部において、外部有識者を含む研究課題検討会を開催し、新規課題

や継続課題の進捗状況、終了した課題の研究成果等の検討を行った。 

・法人本部において、戦略研究や重点研究等を対象に新規課題や継続課題の進

捗状況、終了した課題の研究成果等について、研究評価委員会による外部評

価を実施し、それを踏まえ、理事長による総合評価を実施した。また、評価

結果は、研究内容の見直しや次年度以降の研究課題の設定等に反映した。 

 

○研究成果の利活用の促進（№15～19） 

・研究により得られた成果や知見は、企業や研究機関等を対象とした研究成果

発表会や研究会等の開催や、外部の機関が主催する展示会等への参加により

積極的に普及に取り組んだ。 

・年報や技術資料、研究成果を１枚に分かりやすくまとめた「研究成果の概要」

等の各種刊行物を発行し、研究職員のデータベースとともにホームページ等

で公表したほか、学会等での発表、学術誌等への投稿や、道の普及組織と連

携した講習会の開催により、積極的に普及に取り組んだ。 

 

○技術支援（No.20～34） 

・新たに設置した総合相談窓口のほか、各研究本部、各試験研究機関に寄せら

れた技術相談に対して、その内容に応じて各試験研究機関が連携して対応し、

道総研で対応が難しいものについては相談者の助けとなるよう外部の機関

を紹介するなど、迅速かつ的確に対応した。 

・企業等の依頼により各種技術指導を行ったほか、セミナーへの講師派遣、業

界誌への執筆、公募型事業の技術審査等を行い、必要に応じて複数分野の職

員が協力して取り組むなど、道総研の総合力を発揮した対応を行った。 

・職員を企業等に派遣し、試作品の製作や製品の改良、新製品の開発等の技術

開発指導を行った。 

・企業等からの依頼に応じて、さまざまな試験、分析、測定や、製品の品質・

性能の評価等を実施するとともに、各種測定機器や試験機器等を貸与し、企

業等の技術開発、研究開発を支援した。 

・依頼試験・試験機器等の設備提供の件数については、ホームページを活用し

て内容や料金、手続きを紹介するとともに、メールマガジンや講習会等を活

用してＰＲし利用促進を図ったが、数値目標を下回って推移した。 

・インキュベーション施設を審査の上貸与し、企業等の新規事業化等を支援し
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た。 

・利用者の利便性向上に努めながら、建築基準法に基づき建築性能評価と構造

計算適合性判定を実施した。 

・アンケート調査では技術支援の利用者から概ね「満足」との評価が得られて

おり、結果を分析し、利用者の意見を踏まえて、手続きの簡素化や利便性

の向上等の改善を図った。 

・講義や実習形式による講習会等を開催し、また、研修者を受け入れ、研究成

果や知見、技術の普及を図り、企業の技術者等の産業の担い手を育成した。 

 

○知的財産の有効活用（No.35～38） 

・独法化にあたって道から譲り受けた特許権や出願中特許権、育成者権等は、

それぞれ移転手続きや名義変更手続きを適切に行った。 

・研究や技術支援の成果として得られた新しい技術や重要な知見については特

許権等の知的財産として出願するとともに不要な特許権については整理し

たほか、北海道農産物優良品種として認定された新品種については品種登録

の出願を行うなど、知的財産を適切に管理した。 

・北海道知的所有権センターの特許流通サポーターと連携するなどして特許権

等の利用促進を図ったが、実施許諾件数は数値目標を下回った。 

・道及び農業団体等と連携して出願公表された品種の周知を行い、新品種の利

用許諾の促進を図った。 

 

○災害時等の緊急対応（№40～41） 

・道と「災害時等の緊急時における業務連携に関する協定」を締結し、これに

基づき放射性物質のモニタリング調査を実施するなど東日本大震災に係る

支援に取り組んだ。また、津波対策等の大規模な災害や事故に関連した研究、

調査を道と連携して取り組んだ。 

 

○外部機関との連携（No.42～43） 

・企業、大学、研究機関、金融機関等と道総研全体に関わる連携協定を締結 

し、これに基づき、共同研究を始め研究交流会や現地技術講習会、人材交流

等を実施した。 

・国、市町村、大学、金融機関等の人材を連携コーディネーターとして委嘱 

し、研究や連携についての情報収集や情報発信等を行った。 

 

○行政機関との連携（No.44～45） 

・道を始め国や市町村との連絡会議や意見交換を通して情報の共有化を図り、

施策や行政課題に対応した研究や技術支援等を実施した。 

 

○社会への貢献・広報活動（No.39,49～51） 

・目的や所要時間等の要望に配慮して視察等の受入を実施した。 

・道民向けに、各地の試験場等で行われる公開デーや、研究成果を分かりやす

く紹介する「ランチタイムセミナー」を開催したほか、子どもたちを対象と

した参加体験型イベントである「サイエンスパーク」を道と連携して開催し

た。また、外部の機関が主催する展示会へ出展した。 

・公益性が高く専門性が求められる学会役員や各種委員として協力したほか、

JICA の国際協力事業等に協力した。 

・要覧やリーフレット等の作成・配布や、外部の車内誌等への掲載、道総研紹

介展の実施等により、研究等に関する情報を広く分かりやすく伝えた。また、

ホームページについては、研究職員のデータベースやセミナーの動画を利用

できるように整備したほか、さらなる利便性の向上に向けて全体構成の見直

しを行った。 

・市町村との会議への出席、企業等への訪問、外部の機関が主催する展示会へ

の参加、メールマガジンの活用やホームページの意見募集機能の活用を通じ

て、より広く積極的に研究成果等の情報提供を行った。 

 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

第２分野（9 項目）は、４評定 9 項目（100.0％）となり、計画どおりに取組み

を実施した。 

 主な内容は次のとおり。 

 

○組織運営・体制の改善（No.52～54） 

・意思決定の迅速化を図るため、研究本部への専決権の委譲など、必要な事務

処理の見直しを行い、関係規程等を改正した。 

・効果的、効率的な組織運営を展開するため、予算や人員等の資源配分の見直

しを行った結果、支場等を廃止するとともに、食品加工研究センターにおけ
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る食関連研究推進室の新設等を行った。 

・「道総研における研究開発の基本構想」を踏まえ、重点領域における具体的

な展開や業務の実施状況、効果的・効率的な研究体制、普及・技術支援体制

のあり方、研究本部体制及び拠点のあり方等について検討した。 

 

○事務処理の改善（No.55） 

・事務の簡素・効率化などを定めた「事務改善に関するガイドライン」を策定

し、これに基づき、事務処理手順や業務内容を見直し、財務会計システムの

改修等、事務処理の改善を行った。また、ガイドラインの取組状況について、

点検表により取組の達成状況の確認を行った。            

 

○道民意見の把握と業務運営の改善（No.56） 

・研究成果発表会等の参加者や市町村や関係団体等を対象に、アンケート調査

や道民意見把握調査を実施し、得られた意見や要望等を踏まえ、研究成果発

表会等の開催内容等や業務の運営の充実に活用した。 

・道が開催する会議の場を活用して市町村へのＰＲや意見交換を実施し、関係

団体等との連絡会議や意見交換等を通じて研究ニーズに係る要望・意見の把

握や成果の普及等に努めた。 

 

○人材の採用、配置、育成（No.57～59） 

・研究、技術支援業務等を円滑に実施するため、毎年度、採用計画を策定し、

これに基づき研究内容や職員構成を考慮しながら採用試験を実施し、人材の

確保を図った。 

・研究開発機能をより充実させるため、毎年度、次年度の「人事異動方針」を

策定し、適材適所の人材配置や研究職員の研究本部間等部門を超えた広域的

な配置を行うとともに、連携協定を活用するなどして企業、大学、研究機関

等と人材の派遣や交流等を実施した。 

・研究職員に必要な資質やマネジメント能力、コーディネート能力の向上を計

画的に行うため、研修計画を作成し、それぞれの職務において必要な能力の

向上等を図るため階層別研修を実施するとともに、知的財産や競争的資金獲

得に関する専門的な研修等を実施した。 

 

○評価制度等の導入（No.60） 

・職員の意欲と能力の向上を図るとともに、士気高揚を喚起し、職員一人ひと

りが組織目標の実現に向かって能力を最大限発揮し、組織全体を活性化する

ことを目的に、人事評価制度や勤勉手当に係る勤務実績評価制度を導入し、

適切に運用した。 

・研究業績に係る職員表彰について知事表彰と理事長表彰を実施し、職員の意

欲の向上に努めた。 

 

 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

第３分野（8 項目）は、４評定 6 項目（75.0％）、２評定 2 項目（25.0％）と

なり、外部資金の確保や知的財産収入の確保を除いて概ね計画どおりに取組みを

実施した。 

 主な内容は次のとおり。 

 

○財務内容の透明性の確保（No.61） 

・地方独立行政法人法で定める法定書類のほか、法人の財務内容等を簡潔に記

載した「決算の概要」を作成するとともに、閲覧の方法について、ホームペ

ージで公表し、分かりやすい説明と経営の透明性の確保に努めた。 

 

○経営効率の改善（№62） 

・運営費交付金が効率化係数を用いて削減される中、業務体制の見直しによる

効果的な人員配置など、人員を含めた経営資源の効率的活用に努めたことな

どにより、決算において 18 億円の利益が生じた。 

 

○外部資金その他自己収入の確保（№63～65） 

・外部の機関と連携し、道総研内部で情報の共有化を図るなどして国等が公募

する競争的資金を活用した研究の実施に努めたが、外部資金を十分に確保す

るに至らなかった。また、国等の競争的資金は適切に管理した。 

・新たな技術や北海道農作物優良品種として認定された品種は特許権や品種登

録の出願を行うなど適切に管理するとともに利用促進に努めたが、多額の実

施料収入をもたらしていた許諾契約が終了した影響から、知的財産収入を十

分に確保するに至らなかった。 

・依頼試験や試験機器等の設備の提供については、フルコスト算定により適正
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な料金で実施した。 

 

○経費の効率的な執行（No.66～68） 
・毎月、役員会で収益や資金等の確認を行うとともに、企業会計や会計基準等

に関する研修を行ったほか、会計事務の手引を配付するなどして、コスト意

識の醸成を図り、経費の効率的な執行に努めた。 

・「事務改善に関するガイドライン」を策定し、事務処理手順等の改善を行う

とともに、研究用機器等について一括契約や複数年契約等を行い、管理経費

の節減に努めた。 

・資金や研究機器等を適切に管理するとともに、研究本部間で研究機器等の融

通を行うなど、資産の有効活用を図った。 

 

 

第４ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

第４分野（8 項目）は、４評定 7 項目（87.5％）、３評定 1 項目（12.5％）と

なり、計画どおりに取組みを実施した。 

 主な内容は次のとおり。 

 

○施設・設備の整備、活用（No.69～70） 

・施設及び設備の適切な維持管理を行うため、施設の長期保全計画及び保全マ

ニュアルを策定するとともに、計画的な修繕や既存スペースの活用、省電力

化改修工事の実施など、ファシリティマネジメントの取組を進め、施設の長

寿命化や有効活用、コストの縮減に努めた。 

・長期保全計画に基づき、建築物の長寿命化に向けた施設及び設備の計画的な

修繕等を実施した。 

 

○法令遵守、安全管理、情報セキュリティ管理、情報の共有化（No.71～74） 

・本部通知等により法令遵守や不正行為の防止に取り組むとともに、階層別研

修等において法令遵守などに関する講義を行い、業務執行における中立性と

公平性を確保するとともに、研究活動における不正行為の防止に努めた。 

・職員が安全な環境で業務に従事できるよう、各事業場に安全衛生委員会等を

設置するなど安全衛生管理体制を整備するとともに、安全衛生等に係る研修

の実施など、職員の安全と健康を確保するための取組を行った。 

・「道総研情報セキュリティポリシー」を策定し、その留意事項をハンドブッ

クで職員に周知するとともに研修の機会に説明を行うなど、個人情報、企業

情報等の流出防止等適切な情報管理の徹底に努めた。 

・グループウェアの機能や、共有フォルダ、メーリングリスト、研究職員デー

タベース等を活用し、道総研内外の情報を共有し、相互活用することにより、

効果的、効率的に業務を遂行した。 

 

 

 


